
総務委員会資料 

平成２６年６月１３日（金） 

請願 第５８号 すべての子どもたちにゆきとどいた教育を求

める請願 

請願 第８６号 義務教育に係る国による財源確保と、３０人

以下学級の実現をはかり、教育の機会均等と水

準の維持向上、並びにゆきとどいた教育の保障

に関する請願 

教育委員会 



11月26日 教育委員会（基本方針決定）

12月17日 中学校給食推進会議第１回

1月22日 東柿生小学校視察（市長・教育委員会）

1月28日 教育委員会（請願審査）

1月30日 中原中学校ほか視察（市長・教育委員会）

2月4日 西八千代市視察（教育委員会事務局）

2月6日 府中市視察（教育委員会事務局）

2月12日 教育委員会

2月13日 中学校給食推進連絡協議会第１回

2月17日 中学校給食推進会議検討部会第１回

3月14日 中学校給食推進会議検討部会第２回

3月20日 武蔵村山市視察（教育委員会事務局）

3月27日 中学校給食推進連絡協議会第２回

4月8日 教育委員会

4月17日 中学校給食推進連絡協議会第３回

4月18日 中学校給食推進会議検討部会第３回

4月22日 中学校給食推進会議第２回

4月22日 教育委員会

4月24日 海老名市視察（教育委員会）

5月2日 甲府市視察（市長・教育委員会・協議会委員）

5月9日 教育委員会

5月13日 教育委員会

5月19日 中学校給食推進連絡協議会第４回

5月19日 中学校給食推進会議検討部会第４回

5月20日 中学校給食推進会議第３回

5月20日 教育委員会

5月26日 中学校給食推進会議検討部会第５回

5月27日 中学校給食推進会議第４回

5月27日 政策・調整会議

5月27日 教育委員会（実施方針（素案）中間取りまとめ）

5月29日 総務委員会

9月 実施方針（素案）の公表

9月～ パブリックコメント・保護者説明会等の実施

11月 実施方針の決定

11月～ 中学校完全給食実施に向けた取組の推進

　　　同上

中学校完全給食実施

中学校完全給食の実施に係るこれまでの検討経過と
今後のスケジュール

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年6月13日
中学校給食推進室
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国の学級編制弾力化についての神奈川県の実施内容

内　　　　　　容 実施状況

1 特例措置による学級編制基
準の弾力化
（平成13年4月1日施行、｢標
準法｣第3条２項ただし書
き）

　児童生徒の実態を考慮して特に必要がある
と認める場合については、都道府県教育委員
会は40人を下回る学級編制基準を定めること
ができる。

神奈川県は
未実施

2 弾力的解釈による学級編制
基準の弾力化
（平成15年4月1日付け、文
部科学省通知）

　学級編制の標準については、一定の弾力性
が認められ、各都道府県教育委員会の判断に
より、４０人を下回る基準を定めることが可
能である。

神奈川県は
未実施

3 市町村教育委員会の判断に
よる学級編制の弾力化
（平成15年4月1日付け、文
部科学省通知）

　個別の学校ごとの事情に応じて、児童生徒
に対する教育的配慮の観点から、市町村別の
教職員定数の範囲内で、各市町村教育委員会
の判断により、弾力的運用を行うことが可能
である。（級外教諭等）
　但し、新たな県費負担は行わない。

神奈川県は
平成16年度から
実施

(「学級編制弾力的運用
実施状況表」を参照）

4 小学校１年生における学級
編制の弾力化　（平成15年
11月21日付け、文部科学省
事務連絡）

　小学校1年生において３５人学級を実施す
る。ただし、新たな定数増を伴うものではな
く、配置される少人数授業支援教員などを活
用して、実施する。（県の研究指定校）

神奈川県は
平成16年度から
実施

(「学級編制弾力的運用
実施状況表」を参照）

5 研究指定による学級編制弾
力化を小学校２年生に拡大
（平成15年11月21日付け、
文部科学省事務連絡）

　小学校1年生に加え、小学校2年生について
も1学年時に研究指定校として少人数学級編制
を実施し、かつ標準学級数が1学年時の実学級
数を下回る場合に実施可能とする。
　但し定数については前年度と同様。

平成17年度から
実施

(「学級編制弾力的運用
実施状況表」を参照）

6 小学校２年生での実施対象
を拡大（平成15年11月21日
付け、文部科学省事務連
絡）

　小学校2年生について、1学年時に研究指定
校ではなかった場合であっても、標準学級数
が1学年時の実学級数を下回る場合は実施可能
とする。
　定数については前年度と同様。

平成18年度から
実施

(「学級編制弾力的運用
実施状況表」を参照）

7 小学校２年生での実施対象
をさらに拡大、また中学1年
生でも実施
（平成15年11月21日付け、
文部科学省事務連絡）

　小学校2年生について、1学級あたりの児童
数が35人を超える場合は、無条件で実施可能
とする。また35人を超えない場合であって
も、標準学級数が1年生時の実学級数を下回る
場合は実施可能とする。
　また、小学校1・2年生に加え、中学校1年生
についても1学級あたりの生徒数が35人を超え
る場合は実施可能とする。
　但し定数については、やはり同様に新たな
定数増は行なわない。

平成19年度から
実施

(「学級編制弾力的運用
実施状況表」を参照）

8 実施対象を小学校、中学校
の全学年に拡大
（平成15年11月21日付け、
文部科学省事務連絡）

　小学校、中学校の全ての学年について、1学
級あたりの児童数が35人を超える場合は、無
条件で実施可能とする。また35人を超えない
場合であっても、標準学級数が、前年度にお
ける実学級数を下回る場合は実施可能とす
る。
　定数については前年度と同様に新たな定数
増は行なわない。

平成20年度から
実施

(「学級編制弾力的運用
実施状況表」を参照）

項　　　　　目
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（平成26年5月1日現在） 

１ 学級編制弾力的運用実施状況表 

ア 学校種別弾力的運用実施校数  

小学校 

実施校数 

中学校 

実施校数 

合計 

実施校数 

研究指定 弾力化 研究指定 弾力化 研究指定 弾力化 

16年度 11 2   1 11 3

17年度 15 3   2 15 5

18年度 32 5   2 32 7

19年度 39 6 6 3 45 9

20年度 65   10   75   

21年度 66 6 12   78 6

22年度 64 4 18   82 4

23年度 63 6 16  79 6

24年度 73 1 10  83 1

25年度 70 3 6 1 76 4

26年度 80 2 8 88 2

イ 小学校学年別内訳（実施件数）  

1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 合計 

研究指定 弾力化 研究指定 弾力化 研究指定 弾力化 研究指定 弾力化 研究指定 弾力化 研究指定 弾力化 研究指定 弾力化

16年度 11 1   1                 11 2 

17年度 13 1 4             1   1 17 3 

18年度 23 1 13 1   2       1     36 5 

19年度 31 1 12     4           1 43 6 

20年度 42   15   6   4   3   5   75   

21年度 42 1 14   4   3   8 1 8 4 79 6 

22年度 37 1 11   6 1 5   6   11 2 76 4 

23年度  41 1 3 1 9  10 2 7 2 70 6 

24年度  42 17 1 6  13 17  95 1 

25年度  38 23 1 7  10 17 2 95 3 

26年度  49 20 16 1 13 11 1 109 2 

ウ 中学校学年別内訳（実施件数）   

1年生 2年生 3年生 合計 

研究指定 弾力化 研究指定 弾力化 研究指定 弾力化 研究指定 弾力化

16年度           1   1

17年度           2   2

18年度   1   1       2

19年度 6     1   2 6 3

20年度 4   5   3   12   

21年度 3   6   3   12   

22年度 5   6   7   18   

23年度 2  7  8  17  

24年度 3  4  7  14  

25年度 4  2  2 1 8 1

26年度 3  4  3 10 

２ 平成２６年度の小学校３年生の状況（１１３校） 

３５人以下となっている学校 ９３校 
標準学級で３５人以下となる学校 ７３校 

学級編制の弾力的運用による学校 
研究指定 ２０校 

３５人を超える学級を持つ学校 ２０校 弾力化  ０校 

３ 平成２６年度の中学校１年生の状況（５２校） 

 ３５人以下となっている学校 ２３校 
標準学級で３５人以下となる学校 ２１校 

学級編制の弾力的運用による学校 
研究指定 ３校 

３５人を超える学級を持つ学校 ２９校 弾力化 ０校 
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学校教育法施行規則（抜粋）

第九十条  高等学校の入学は、第七十八条の規定により送付された調査書その他必要な書類、選抜

のための学力検査（以下この条において「学力検査」という。）の成績等を資料として行う入学者の選抜

に基づいて、校長が許可する。  

２  学力検査は、特別の事情のあるときは、行わないことができる。  

３  調査書は、特別の事情のあるときは、入学者の選抜のための資料としないことができる。  

４  連携型高等学校における入学者の選抜は、第七十五条第一項の規定により編成する教育課程に係

る連携型中学校の生徒については、調査書及び学力検査の成績以外の資料により行うことができる。  

５  公立の高等学校に係る学力検査は、当該高等学校を設置する都道府県又は市町村の教育委員会

が行う。 
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平成２７年度川崎市立高等学校の入学者の募集及び選抜要綱 （抜粋） 

平成27年度川崎市立高等学校の入学者の募集及び選抜は、この要綱の定めるところによる。

１ 募集の区分

川崎市立の高等学校の募集の区分は、次表のとおりとする。

募  集  の  区  分 課  程

  中学校卒業見込みの者及び中学校既卒業者に係る募集

 （以下「一般募集」という。）

全日制の課程

定時制の課程

２ 志願資格

  入学を志願しようとする者（以下「志願者」という。）は、次の（１）から（４）までのいずれかに該当する者

であって、かつ、川崎市立高等学校の通学区域に関する規則（平成12年川崎市教育委員会規則第７号）に定める

通学区域（以下「学区」という。）の要件を満たす者とする。

(１) 中学校若しくはこれに準じる学校又は中等教育学校の前期課程（以下「中学校」という。）を卒業又は

修了した者

(２) 中学校を平成26年３月31日までに卒業する見込み、 又は修了する見込みの者

(３) 学校教育法施行規則（以下「施行規則」という。）第95条各号のいずれかに該当する者

(４) 施行規則第95条第１号又は第２号に規定する課程を平成27年３月31日までに修了する見込みの者

３ 学区の確認

 学区の確認に関し必要な事項は、川崎市教育委員会教育長（以下「教育長」という。）が別に定める。 

４ 募集の方法

募集は、各高等学校の各課程の学科又は部ごとに行う。

５ 募集期間

募集期間は、次表のとおりとする。

募集の区分 課 程
募   集   期   間

共通選抜 定通分割選抜

一 般 募 集

全日制の課程 

定時制の課程（二部制） 平成27年１月28日（水） 

から 同月30日（金）まで 定時制の課程 

（二部制を除く） 

平成27年３月３日（火） 

及び 同月４日（水） 

６ 志願 

(１) 入学検定料の納付及び入学願書等の提出

志願者は、入学検定料を納付したうえ、志願先の高等学校の校長に、入学願書等を提出するものとする。

(２) 志願の範囲
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志願は、募集期間を同じくするものについては、一つの高等学校の一つの学科に限る。

７ 志願変更 

(１) 志願変更の対象

   志願の手続きを完了した者は、募集期間を同じくする他の公立高等学校が行う一般募集若しくは特別募

  集又は同じ高等学校の他の一般募集に志願変更することができる。

   なお、専門学科をおく高等学校における前記６の（２）による希望については、志願時に第２希望の

  志願をしていない場合であっても、志願変更時に志願することができる。

８ 選抜の方法 

(１) 中学校の校長は、志願した者の調査書及び学習成績一覧表を志願先の高等学校の校長に提出するものとする。

(２) 高等学校の校長は、中学校の校長から提出された志願者に係る書類及び後記９の選抜のための検査の結果に

基づいて、教育長が別に定める方法により選抜を行う。

(３) 長期の欠席について特別な事情を有する志願者の選抜の方法に関して必要な事項は、教育長が別に定める。

９ 選抜のための検査

 (１) 共通選抜･定通分割選抜 

   全日制の課程及び定時制の課程においては、学力検査（原則として全日制は国語、社会、数学、理科及 

  び外国語（英語）の５教科、定時制は国語、数学及び外国語（英語）の３教科）及び面接並びに各高等学 

  校が必要に応じて実施する特色検査（実技検査又は自己表現検査）とする。 

   また、定時制の課程の志願者のうち、20歳以上の者（平成27年４月１日現在）については、作文を 

  もって学力検査に代えることができる。 

   なお、特色検査を実施するにあたって、全日制の課程においては、学力検査を３教科にまで減じること 

  ができるものとする。 

１０ 検査等の期日

選抜のための検査の期日及び合格者の発表の期日は、次表のとおりとする。

(１) 共通選抜

課 程 学力検査の期日 面  接 特 色 検 査

全日制の課程

定時制の課程

平成27年 

 ２月16日（月）

平成27年 

   ２月17日（火）

及び 同月18日（水）

平成27年 

２月16日（月）、同月17日（火）、 

及び    同月18日（水） 

合 格 発 表 の 期 日 

平成27年 ２月 27日（金） 

  (２) 定通分割選抜

課 程 学力検査の期日 面  接 特 色 検 査

定時制の課程

(二部制を除く) 

平成27年 

３月11日（水）

平成27年 

  ３月12日（木） 

平成27年 

       ３月12日（木） 

合 格 発 表 の 期 日 

平成27年 ３月 18日（水） 
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県内中学校卒業者の進路状況等

（１）　県内国公私立中学校卒業者の高等学校等（全日制・定時制・通信制等）への進学者数

県内中学校卒業者 全国平均

（国公私立中学校） 進学者人数 進学率(%) 進学率(%)

平成２５年３月 78,468 77,043 98.2 98.4

平成２４年３月 77,472 75,980 98.1 98.3

平成２３年３月 75,996 74,767 98.4 98.2

平成２２年３月 78,229 76,819 98.2 98.0

平成２１年３月 74,658 73,034 97.8 97.9

平成２０年３月 73,738 72,006 97.7 98.5

（２）　県内国公私立中学校卒業者の全日制高等学校等への進学者数

全国平均

進学者人数 進学率(%) 全日制進学率(%)

平成２５年３月 70,479 89.8 92.4

平成２４年３月 69,243 89.4 92.3

平成２３年３月 67,748 89.1 92.2

平成２２年３月 69,851 89.3 91.9

平成２１年３月 66,967 89.7 92.1

平成２０年３月 66,508 90.2 92.4

（３）　県内・市内公立中学校卒業者の全日制課程進学率 （％）

卒業年月 全日制進学率
内 市立高校
への進学率※

全日制進学率
内 川崎市立高校
への進学率

平成２５年３月 88.6 5.3 89.0 11.0

平成２４年３月 88.0 5.4 88.0 11.0

平成２３年３月 87.8 5.4 87.1 11.5

平成２２年３月 88.0 5.3 88.2 11.4

平成２１年３月 88.5 5.5 88.2 12.0

平成２０年３月 89.0 5.5 89.1 11.6

　※横浜・横須賀市立を含む

（４）　県内公立高等学校　全日制の課程　募集定員

入学年月 募集定員計画人数

平成２６年４月 43,200

平成２５年４月 42,000

平成２４年４月 40,730 基本比率６割+120人

平成２３年４月 39,889 公立中学校卒業予定者の６割

平成２２年４月 41,202 基本比率　公立中学校卒業予定者の６割施行

平成２１年４月 39,450 公立中学校卒業予定者の約60.3％

平成２０年４月 39,000 公立中学校卒業予定者の約60.6％

公私立間で全日制定員の拡大に合意

公立中学校卒業予定者の約６１%

高等学校等進学者

川崎市立中学校卒業者

卒業年月

卒業年月
全日制高等学校等進学者

県内公立中学校卒業者

備　　考
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神奈川県公私立高等学校協議会の設置及び運営に関する要綱 （抜粋） 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、神奈川県公私立高等学校協議会の設置及び運営に関し必要な事 

項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 神奈川県公私立高等学校設置者会議における決定、意見等を踏まえ、公教育 

を担う公私立高等学校が、公私立間の教育関係の諸問題について協議するため、神 

奈川県公私立高等学校協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第３条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

(1) 県内高等学校生徒入学定員計画に関すること 

(2) 公私立高等学校の配置等に関すること 

(3) 生徒受け入れに関すること 

(4) 入学者選抜制度、日程等に関すること 

(5) 学費補助制度等の公的助成に関すること 

(6) その他 

（組織） 

第４条 協議会に、座長、委員及びオブザーバーを置く。 

２  委員及びオブザーバーは、別表１のとおりとし、座長は委員の互選により定める。 

３  別表１にある神奈川県私立中学高等学校協会加盟学校法人の理事の内、同協会が 

推薦する者の任期は２年を経過した日以後最初の５月15 日までとし、オブザーバー 

の任期は２年とする。ただし、再任することができる。 

４ 協議会の議事運営等を円滑に行うため、協議会の下に幹事会を置くこととし、別 

表２に掲げる者を幹事にあてることとする。 

（事務局） 

第５条 協議会の事務は、県民局くらし文化部学事振興課及び教育局教育指導部高校 

教育企画課において処理する。 

（補則） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、協議会が別に定める。 

別表１（第４条第２項関係） 

神奈川県私立中学高等学校協会加盟学校法人の理事のうち、同協会が推薦する者（６名） 

神奈川県県民局くらし文化部学事振興課長 

神奈川県教育委員会教育局教育指導部高校教育企画課長 

神奈川県教育委員会教育局教育指導部高校教育指導課長 

横浜市教育委員会事務局指導部高校教育課長 

川崎市教育委員会事務局学校教育部指導課長 

横須賀市教育委員会事務局生涯学習部学校教育課長 

* 神奈川県公立中学校長会の代表 （１名） 

* 神奈川県立高等学校長会の代表 （１名） 

* 神奈川県私学父母連合会の代表 （１名） 

* 神奈川県立高等学校ＰＴＡ連合会の代表 （１名） 

*はオブザーバー 

別表２（第４条第４項関係） 

神奈川県私立中学高等学校協会 （２名） 

神奈川県県民局くらし文化部学事振興課 （１名） 

神奈川県教育委員会教育局教育指導部高校教育企画課 （１名）
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義務教育費に関する法令の概要 

小・中学校の設置

義務

学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）
〔小学校の設置義務〕

第 38 条 市町村は、その区域内にある学齢児童を就学させるに必要な小

学校を設置しなければならない。

〔準用規定〕

第 49 条 …第 37 条から第 44 条までの規定は、中学校に準用する。
〔特別支援学校の設置義務〕

第 80 条  都道府県は、その区域内にある学齢児童及び学齢生徒のうち、

視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者で、そ

の障害が第 75 条の政令で定める程度のものを就学させるに必要な特別
支援学校を設置しなければならない。

設置者の経費負

担

学校教育法

第５条 学校の設置者は、その設置する学校を管理し、法令に特別の定の

ある場合を除いては、その学校の経費を負担する。

設置者負担の原則

県費負担教職員

の給与費の都道

府県による負担

市町村立学校職員給与負担法（昭和 23 年法律第 135 号）
第１条 市町村立の小学校、中学校、中等教育学校の前期課程及び特別支

援学校の校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、

栄養教諭、助教諭、養護助教諭、寄宿舎指導員、講師、学校栄養職員

及び事務職員のうち、次に掲げる職員であるものの給料、扶養手当、

地域手当、住居手当、初任給調整手当、通勤手当、単身赴任手当、特

殊勤務手当…は、都道府県の負担とする。  

（１）義務教育諸学校標準法第６条の規定に基づき都道府県が定める小中

学校等教職員定数及び同法第 10 条の規定に基づき都道府県が定める

特別支援学校教職員定数に基づき配置される職員 

 県費負担教職員  

県費負担教職員

の給与費の国庫

負担

義務教育費国庫負担法（昭和 27 年法律第 303 号）
第２条 国は、毎年度、各都道府県ごとに、公立の小学校、中学校、中等

教育学校の前期課程並びに特別支援学校の小学部及び中学部に要する

経費のうち、次に掲げるものについて、その実支出額の３分の１を負担

する。

 (1) 市町村立の義務教育諸学校に係る市町村立学校職員給与負担法第

１条に掲げる職員の給料その他の給与及び報酬等に要する経費

国庫負担対象経費
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義務教育費国庫負担制度の見直しに関する国の動向 

年度 国庫負担対象経費の見直し 義務教育費国庫負担制度の見直し

平成

１４年度

【地方分権改革推進会議「事

務・事業の在り方に関する意

見」】(平成 14年 10月) 

○ 差し当たり、共済費長期給

付、退職手当等に係る経費に

ついては、国庫負担対象から

外し、平成 15年度からこれ
らを段階的に縮減し、一般財

源化を行う。

【地方分権改革推進会議「事務・事業の在り方に関する

意見」】(平成 14年 10月) 

○ 教育制度自体の見直しや義務教育に対する国の関与

の在り方についての議論を踏まえつつ、義務教育費国庫

負担金全体の一般財源化を念頭に置いた検討が進めら

れるべき。

○ 地方の創意工夫を促し、裁量を拡大する観点から、国

の負担すべき経費の内容、算定方法等を見直し、何らか

の客観的指標を基準とする定額化・交付金化に向けた検

討を行うべきである。

○ 現在進められている教育改革の中で義務教育に関す

る国の関与の在り方についての最終的な結論を早期に

得るべきであり、それに併せ、義務教育費国庫負担金の

全額の一般財源化について検討を行う。

平成

１５年度

平成 15年度から「共済費長
期給付金」及び「公務災害補償

基金負担金」に係る経費を国庫

負担対象外とし、一般財源化

【閣議決定「経済財政運営と

構造改革に関する基本方針

2003」】（平成 15年 6月） 

○ 退職手当、児童手当等に係

る国庫負担金の取扱いにつ

いては、平成 16年度予算編
成までに結論を得る。

【閣議決定「経済財政運営と構造改革に関する基本方針

2003」】（平成 15年 6月） 

○ 義務教育費に係る経費負担の在り方については、現在

進められている教育改革の中で中央教育審議会におい

て義務教育制度の在り方の一環として検討を行い、これ

も踏まえつつ、平成 18 年度末までに国庫負担金全額の
一般財源化について所要の検討を行う。

平成

１６年度

平成 16年度から「退職手当」
及び「児童手当」に係る経費を

国庫負担対象外として一般財

源化

国庫負担対象経費は、「給料」

及び「諸手当」のみとなる。

【政府・与党合意「三位一体の改革について」】（平成 16

年 11月） 

○ 平成 17年度予算、平成 18年度予算において、地方向
け国庫補助負担金について３兆円程度の廃止・縮減等の

改革を行う。

○ 義務教育費国庫負担金については、8,500 億円程度の
減額（うち 17年度分（暫定）4,250億円）。減額相当分
は税源移譲予定特例交付金（教職員給与費を基本に配

分）により措置

○ 義務教育制度については、その根幹を維持し、国の責

任を引き続き堅持する。その方針の下、費用負担につい

ての地方案を活かす方策を検討し、また教育水準の維持

向上を含む義務教育の在り方について幅広く検討する。

こうした問題については、平成 17 年秋までに中央教育
審議会において結論を得る。
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年度 国庫負担対象経費の見直し 義務教育費国庫負担制度の見直し

平成

１７年度

平成 17年度は、暫定措置として義務教育費国庫負担

金 4,250 億円を減額し、税源移譲予定特例交付金によ

り財源措置 

【中央教育審議会「新しい時代の義務教育を創造する

（答申）」】（平成 17年 10月） 

○ 義務教育の費用負担の在り方 義務教育の構造改革

を推進すると同時に、義務教育制度の根幹を維持し、国

の責任を引き続き堅持するためには、国と地方の負担に

より義務教育の教職員給与費の全額が保障されるとい

う意味で、現行の負担率二分の一の国庫負担制度は優れ

た保障方法であり、今後も維持されるべきである。

【政府・与党合意「三位一体の改革について」】（平成 17

年 11月） 

○ 義務教育制度については、その根幹を維持し、義務教

育費国庫負担制度を堅持する。その方針の下、費用負担

について、小中学校を通じて国庫負担の割合は三分の一

とし、8,500 億円程度の減額及び税源移譲を確実に実施
する。

○ この税源移譲は、平成 18 年度税制改正において、所
得税から個人住民税への恒久措置として行う。平成 18
年度予算においては、税源移譲額の全額を所得譲与税に

よって措置する。

平成

１８年度

平成 18 年度から国庫負担割合を三分の一とし、8,500億
円程度を所得譲与税により財源措置

平成

１９年度

平成 19 年度から所得譲与税を廃止し、個人住民税とし

て財源措置 
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